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公共施設等総合管理計画策定を経て，各地方公共団体では学校統廃合等の施設再編に向けて，ステークホ

ルダーとの合意形成が急務となっている．しかしながら，市町村合併等により過剰な公共施設を抱えてい

る地方公共団体においては特に，多様なステークホルダーとの合意形成をどのような手法や手順で進める

べきか，概ね手探りの状態にあると言える．他方で，先行して市民対話等に着手している幾つかの地方公

共団体においては，地区別・施設別・属性別など様々な対話手法が試みられており，その実施結果がWeb

サイトで公開され始めている．そこで本研究では，それらに含まれる「自由記述文の意見リスト」に着目

し，KH Coderを用いて計量テキスト分析を行うことで，各々の合意形成手法の特徴を明らかにした．ま

た，当該の可視化結果の「合意形成における活用可能性」についても併せて考察を行った． 
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1. はじめに 

 

少子高齢化による人口減少及び利用需要の変化，老朽

化インフラに対する更新財源不足等を背景に，地方公共

団体では公共施設再編の検討が進められている．具体的

には，2013年の「インフラ長寿命化基本計画」に対する

行動計画として要請された「公共施設等総合管理計画」

に続き，2020年度までに「個別施設計画」の策定が地方

公共団体に要請されている． 

しかしながら，公共施設再編に関する合意形成におい

ては，「総論賛成・各論反対」という言葉に代表される

ように，総合計画で示された削減目標の実現のため，具

体施設の統廃合検討を行う段階において，その合意形成

が困難になると考えられている． 

このような状況下で，市民との合意形成をどのような

手法・手順で進めるべきか，各地方公共団体は概ね手探

りの状態にあると考えられる． 

 

2. 施設再編に向けて：市民対話手法の類型 

 

地方公共団体のWebサイトを確認すると，施設再編に

関しては，地区別説明会1) の開催が一般的なようである

が，個々のステークホルダーや市民団体からの要望に応

じて様々な粒度で開催される出張説明会2) のような開催

方法もある．また，施設関係者・利用者向けに行われる

施設別説明会3) ，選抜型ワークショップ4) などの開催も

確認されている． 

板倉（2016）は「合意形成にむけたコミュニケーショ

ン過程」として，集会型（相手や論点・目的が明確でな

い段階）から対話型（相手や論点・目的が明確になった

段階）の順に進めるモデルを提示している5)．当該モデ

ルでは，集会型はさらに，モデレーション（相手に応じ

てわかりやすく伝える）とファシリテーション（多様な

意見を大きなくくりにまとめていく）に分解されるが，

本稿で確認した事例は概ねモデレーションの範疇にある

と言える．よって，次の段階ではファシリテーションに

よる意見の分類・整理が必要となる． 

そこで，本稿ではモデレーションの場で収集された

「自由記述形式の意見群」に対して計量テキスト分析を

行うことにより，ファシリテーションの機能を支援・補

完できるものと仮定し，試行的な分析を行った． 

 

3. 自由記述文意見の計量テキスト分析  

 

計量テキスト分析には KH Coder 3 を用い，分析対象デ

ータとしては筑後市の小学校再編計画（案）の住民説明

にて収集された「自由記載欄へのご意見の集約（PDF）」
6)  から抽出したテキストを用いた．当該データは，説明
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会の開催方法別にテキストが仕分けされており，手法別

の比較検証が可能となる点に着目した． 

 

(1) 対応分析を用いた比較 

対応分析とは，外部変数を用いてデータセットを分類

し，各々の分類ごとの特徴を抽出・比較する分析方法で

ある．本稿では，意見収集方法の区分（地域説明会｜保

護者説明会｜郵送アンケート回答の三区分）を外部変数

に用いて，各々の特徴を抽出することとした． 

その結果，二者間の比較で顕著な差が現れたのは，保

護者説明会と地域説明会を対象とした対応分析であった

（図1）．地域説明会では「コミュニティ｜校区｜人口」

のような具体イメージが湧きにくい漠然とした語が多く

並んでいるのに対して，保護者説明会では「クラス｜ス

クールバス｜学童」などの語を起点に，具体的な不安や

要望をイメージしやすい語が並んでいる． 

 

 

図1：自由回答文｜地域説明会と保護者説明会に対する

対応分析（実行条件：描画数 60，外部変数には「意見

収集方法の区分」を適用） 

 

対応分析によって，意見集合毎の特徴が可視化されや

すいことを鑑みると，どのような属性情報を「ステーク

ホルダーの分類に資する情報」として保持するかは重要

であると考える．その場合には，性別，年齢階級，居住

地区等のデモグラフィックな属性だけでなく，本分析に

用いた説明会の開催種別等も「参加に一定の前提要件」

が設定されているが故に有用となるだろう． 

 

(2) 共起ネットワーク分析を用いた比較 

共起ネットワーク分析とは，出現パターンの似通った

語（共起の程度が強い語）を線でつなぎ，対象データセ

ットにおける対象語のコンテクストをネットワーク的に

図化する方法である． 

本稿では，意見収集方法の区分毎に「抽出語がどのよ

うな語と共起関係にあったのか」を確認することを目的

に，当該の分析を行った． 

分析結果からは，各々の意見集合において抽出語がど

のようなコンテクストで言及されているかを確認するこ

とができ，対応分析で確認された区分毎の特徴の背景を

確認することができる．例えば，保護者説明会（図2）

において「心配」と共起している語を辿ると，主に廃止

校の生徒の受け入れ先である統合校の「大規模化に関す

る懸念」を読み取ることができる．他方で，地域説明会

（図3）では，「心配」との共起語から具体的な特徴は

読み取れないが，「地域コミュニティ」の共起語を辿る

と「その存続に関する危機感」を読み取ることができる． 

 

 

図 2：自由回答文｜保護者説明会に対する共起ネットワ

ーク分析（実行条件：描画数 80，最小スパニングツリ

ーのみ描画） 

 

 

図3：自由回答文｜地域説明会に対する共起ネットワー

ク分析（実行条件：描画数 80，最小スパニングツリー

のみ描画） 
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4. おわりに 

 

本稿の試行により，説明会等で収集した意見（自由文）

に対して計量テキスト分析を行うことで，個々の属性群

の関心・不安の差異・特徴が抽出できることを確認した．

これにより，ファシリテーション（多様な意見をステー

クホルダー毎に分類）の検討材料になりうることも確認

できた．加えて，計量テキスト分析は，モデレーション

（説明内容が意図通り伝達されているか）の妥当性検証

にも有効であり，合意形成過程において積極的に活用す

べきと考える． 

 

今後の課題としては，分析対象の量的な拡張があげら

れる．本格的な分析には，複数の地方公共団体のデータ

を用いた比較分析が必要であるが，現状では分析に適し

た公開データセットが不足している（2020年度末に向け，

個別施設計画に付帯する住民説明が本格化することから，

順次該当データが公開され始めるものと想定される）． 

他方，プライバシー保護の観点から，個々の意見の属

性情報が詳細化する可能性が低いことを鑑みると，本稿

で試行した「説明会の開催種別」による比較分析をさら

に進めることで，今回の試行のモデル化を進めることと

したい． 

 

謝辞：本稿の分析にはフリーソフトウェア KH Coder を

使用しました．開発者の樋口耕一氏に感謝します． 
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